
松戸市告示第１１３号 
 

平成３１年度一般廃棄物処理計画 
 
 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下、「法」という。）

第６条第１項の規定に基づき、平成３１年度一般廃棄物処理計画を定めたので、松戸市廃

棄物の減量及び適正処理に関する条例（平成５年松戸市条例第１９号。以下「条例」とい

う。）第６条第２項の規定により次のとおり告示する。 
  平成３１年４月１日 
 

松戸市長 本郷谷 健次 
 

記 
 
Ⅰ 総則 
１ 趣旨 

   この一般廃棄物処理計画は、平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日までの

間に実施するごみ及び生活排水（し尿及び浄化槽汚泥）の処理に関して必要な事項を

定めるものとする。 
 
２ 用語の定義 

   この一般廃棄物処理計画で使用する用語の定義は、法及び条例の例によるほか、次

のとおりとする。 
 （１）家庭ごみ  家庭廃棄物のうち、し尿及び浄化槽汚泥を除くごみをいう。 
 （２）事業系ごみ 事業系一般廃棄物のうち、し尿及び浄化槽汚泥を除くごみをいう。 
 （３）公共系ごみ 事業系ごみのうち、市の施設等から排出されるごみをいう。 
 （４）委託業者  市から業務の委託を受けて廃棄物の処理を行う者をいう。 
 （５）許可業者  市の許可を受けた一般廃棄物処理業者をいう。 
 （６）直営収集  市の収集業務を担当する職員が行うごみの収集をいう。 
 
３ 計画の構成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

ごみ処理実施計画 

① 発生抑制に関する事項 

② 排出管理に関する事項 

③ 再利用・再資源化に関する事

 
④ 収集運搬に関する事項 

⑤ 中間処理に関する事項 

⑥ 最終処分等に関する事項 

⑦ 地域の清潔保持に関する事項 



 
 
 
 
 
Ⅱ ごみ処理実施計画 
 
１ 発生抑制に関する事項 

    事業計画 

 

事 業 の 分 類 概      要 

①自家処理の促進 生ごみ処理容器等の購入費補助事業等 

②製造販売者対策 クリンクル協力店制度の充実 

③消費者対策 
過剰包装の拒否、買い物袋の持参、環境にやさしい商品の

選択などの啓発等 
 
２ 排出管理に関する事項 

 
 （１）事業計画 

    市のごみ処理体制では処理が困難な排出規制物等については、製造販売者及び排

出者の責任において適正な処理を確保するものとする。 
 

事 業 の 分 類 概      要 

①排出方法の徹底 排出基準の普及事業、クリンクル推進員制度等 

②ごみ集積所対策 清掃パトロール、適正管理指導等 

③事業系廃棄物対策 
多量排出事業者の減量計画書の提出・訪問指導、 
搬入物検査等 

④排出規制物等対策 代替処理ルートの確保 

 
 
 
 
 
 

生活排水処理実施計画 

① 排出管理に関する事項 

② 収集運搬に関する事項 

③ 処理に関する事項 



 （２）排出基準等の遵守事項 

   ① 分別の区分 

     市が収集するごみ及びごみ処理施設で受け入れるごみは、別表１及び別表１－

２に示す区分に分別するものとし、市民及び事業者は、この分別の区分に従って

排出し、又は搬入しなければならない。 
   ② 排出規制物（条例第２２条） 

     市民及び事業者は、別表２に例示する排出規制物を市の収集に排出し、又はご

み処理施設に搬入してはならない。 
   ③ 適正処理困難物（条例第３４条） 

     市民及び事業者は、別表３に例示する適正処理困難物を市の収集に排出し、又

はごみ処理施設に搬入してはならない。 
   ④ 家庭ごみの排出基準及び家庭ごみ集積所の利用基準 

     市民は、家庭ごみを市の収集に排出するときは、別表４に示す家庭ごみの排出

基準及び家庭ごみ集積所の利用基準を遵守しなければならない。 
   ⑤ 公共系ごみ集積所に係る排出基準 

     市の公共施設から排出するごみを公共系ごみ集積所に排出するときの基準は、

家庭ごみの排出基準及び家庭ごみ集積所の利用基準を準用する。 
 
 （３）排出規制物の処理方法 

     排出規制物を廃棄しようとする者は、製造販売業者等に適正処理の方法につい

て情報提供を求め、製造販売業者等に引き取らせ、又は専門の処理業者に処理を

依頼する方法により、適正に処理しなければならない。 
     特別管理一般廃棄物のうちＰＣＢ使用部品を含む廃家電製品については、排出

者が製造業者にＰＣＢ使用部品を除去させ、引き取らせるものとする。 
     特別管理一般廃棄物のうち感染性廃棄物の処理については、「廃棄物処理法に基

づく感染性廃棄物処理マニュアル」（平成３０年３月環境省 環境再生・資源循環

局）に従うものとする。 
 
 （４）適正処理困難物の処理方法 

     適正処理困難物の処理方法としては、次のいずれかによるものとする。 
 

適正処理困難物に例示

した廃家電製品 
処  理  方  法 

洗濯機、テレビ(ブラウ

ン管・液晶・プラズマ）、

エアコンディショナ

ー、冷蔵庫（ワインセ

ラーを含む。）、冷凍庫、

衣類乾燥機（電気式・

ガス式） 

特定家庭用機器再商品化法（平成１０年法律第９７号）第

１７条に規定する特定家庭用機器廃棄物を引き取る場所と

してあらかじめ製造業者等が指定した場所（以下「指定引

取場所」という。）に搬入し、同法第９条に規定する小売業

者に引取りを求め、又は市一般廃棄物処理業（収集運搬）

許可業者に委託して指定引取場所に搬入させること。 



３ 再利用・再資源化に関する事項 
 

 （１）事業計画 

事 業 の 分 類 概      要 

①再生品の利用促進 再生品の普及事業 
市自らの利用促進等 

②資源物回収の整備 
集団回収の促進 
発泡トレイ・紙パックなどの拠点回収の促進 
小型家電の拠点回収の促進 

③市が行う資源回収 資源ごみの分別収集と選別処理 
容器包装プラスチックの分別収集 

④不用品回収システムの整備 不用品回収の促進 

 
 （２）計画資源化量 

事 業 の 分 類 資 源 化 量 売却又は搬送先 

①資源ごみ選別処理 １７１ｔ 
２，８０６ｔ 

認定事業者 
資源取扱業者 

②容器包装プラスチック ４，６５０ｔ 指定法人 

③ペットボトル １，６６０ｔ 指定法人 

④その他ガラス製容器包装 ２３０ｔ 指定法人 

⑤資源ごみ民間施設直接納入 ８，３４５ｔ 資源取扱業者 

⑥その他のプラスチックなどのごみ等 ７５０ｔ 資源取扱業者 

⑦羽毛再生利用 ４ｔ 民間業者 

⑧有害物処理（水銀回収等） １２４ｔ 水銀回収業者等 

⑨集団資源回収事業（４８２団体） １８，４１０ｔ 登録回収業者 

⑩市委託業務 ９００ｔ 植物資源取扱業者 

  
 （３）再生利用されることが確実である廃棄物の指定 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第

３５号）第２条第２号及び第２条の３第２号に基づく廃棄物の指定 
ペットボトル 

 
 （４）再生利用されることが確実である廃棄物の収集運搬を行う者の指定 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第２条第２号に基づく廃

棄物の収集運搬を行う者の指定 
リサイクル活動

登録回収業者 
 



４ 収集運搬に関する事項 
 （１）収集運搬体制 

   ① 家庭ごみの収集運搬 

     市が行う家庭ごみの収集運搬は、次のとおりとする。 
     なお、引越しごみ等多量のごみについては、排出者自ら運搬し、又は許可業者

に収集運搬を依頼するものとする。 

収 集 の 区 分 収 集 運 搬 体 制 

燃やせるごみ 
家庭ごみ集積所から週３回、委託業者が収集する。 
ただし、月のうち１回は、「陶磁器・ガラスなどのごみ」

の収集に充てる。 

リサイクルするプラスチック 家庭ごみ集積所から週１回、委託業者が収集する。 

その他のプラスチック 
などのごみ 

家庭ごみ集積所から週１回、委託業者が収集する。 

陶磁器・ガラスなどのごみ 家庭ごみ集積所から月１回、委託業者が収集する。 

ペットボトル 協力店舗から必要に応じて、直営収集する。 

資源ごみ 
家庭ごみ集積所から週１回、紙類・その他の資源ごみ毎

に委託業者が収集する。 
資源ごみ 
（使用済小型電子機器等） 

上記資源ごみによる収集のほか、回収拠点から必要に応

じて直営収集する。 

粗大ごみ 電話による申し込みで、委託業者が戸別収集する。 

有害などのごみ 家庭ごみ集積所から週１回、委託業者が収集する。 

動物死体 電話による申し込みで、委託業者が戸別収集する。 

 
   ② 家庭ごみの市外搬出 

     平成３２年度から燃やせるごみの一部を市外へ搬出するため、燃やせるごみを

大型車に積み替えるごみ中継施設を建設している。平成３１年度は同施設の試運

転のため、燃やせるごみの一部を同施設で積み替えて、和名ケ谷クリーンセンタ

ーへ運搬する。 
施 設 名 称 所 在 地 

ごみ中継施設（建設中） 松戸市松飛台２８６番地の１５ 
 
   ③ 事業系ごみの収集運搬 

     事業系ごみは、排出事業者の責任において自ら運搬し、又は許可業者に収集運

搬を依頼するものとする。 



   ④ 公共系ごみの収集運搬 

     公共系ごみの収集運搬は、次のとおりとする。 

区   分 収 集 運 搬 体 制 

公共施設等から 
排出されるごみ 

原則として、排出事業者の責任において自ら運搬し、又は許可業者

に収集運搬を依頼するものとする。なお、公共系ごみ集積所を設置

し、家庭ごみ集積所に準じて委託業者が収集することや、直営収集

することについては、必要に応じて行う。 

不法投棄ごみ 監視業務に併せ、必要に応じて直営収集する。 

     なお、公共系ごみ集積所を設置しない公共施設等から排出されるごみについて

は、排出者の責任において自ら運搬し、又は許可業者に収集運搬を依頼するもの

とする。 
 

⑤ 許可業者による収集運搬に関する基準 

     市民及び事業者は、許可業者にごみの収集運搬を委託するときは、別表５に示

す基準を遵守しなければならない。また、許可業者は、ごみの収集運搬を受託し、

ごみ処理施設へ搬入するときは、別表６に示す基準を遵守しなければならない。 
 

⑥ ごみ処理施設への搬入基準 

  市民及び事業者（許可業者を除く。）は、ごみ処理施設へごみを搬入する場合は、

別表７に示す搬入基準を遵守しなければならない。 
  また、市が行う搬入先や搬入量等の調整及び搬入物検査のための指示に従わな

ければならない。 
  ただし、「災害時における千葉県内市町村間の相互援助に関する基本協定」等を

締結している協定市が搬入するごみの場合は、別途協議とする。 
 
⑦ 一般廃棄物と併せて処理する産業廃棄物の指定 

  条例第３１条第２項の規定により、市が一般廃棄物と併せて処理する産業廃棄

物は次のとおりとする。 
 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６

年政令第３００号）第２条に規定された産業廃棄物の

うち、右欄のとおりとする。 

（１）紙くず 
（２）木くず 
（３）繊維くず 
（４）下水道し渣 

 
 なお、ごみ処理施設への搬入は、排出者自ら行うものとし、搬入に当たっては

法第１２条第５項に規定される委託に係る契約を締結するとともに松戸市廃棄物

の減量及び適正処理に関する条例施行規則（平成６年松戸市規則第１２号）第７

条に規定する一般廃棄物と併せて処理する産業廃棄物搬入申請書を提出しなけれ

ばならない。 
 
 （２）一般廃棄物処理業の許可に係る事項 

    法第７条に基づく一般廃棄物処理業の許可に関しては、「平成３１年度松戸市一般

廃棄物処理業の許可に関する方針」によるものとする。 



（３）計画収集運搬量 
収集運搬形態 分別の区分 収 集 量 搬  入  先 

委 

託 

業 

者 

収 

集 

家庭ごみ集積所及
び公共系ごみ集積
所から収集するも
の 

燃やせるごみ ６４，５００ｔ 
クリーンセンター 
和名ケ谷クリーンセンター 
日暮クリーンセンター（一時保管） 

リサイクルする 
プラスチック 

５，２００ｔ 日暮クリーンセンター 

その他のプラスチック
などのごみ 

７，１００ｔ 
和名ケ谷クリーンセンター 
日暮クリーンセンター 

陶磁器・ガラス 
などのごみ 

９００ｔ 資源リサイクルセンター 

資源ごみ １１，６００ｔ 資源リサイクルセンター・民間業者 

有害などのごみ １２０ｔ 資源リサイクルセンター 

戸別収集するもの 

粗大ごみ １，２４０ｔ 
日暮クリーンセンター 
和名ケ谷クリーンセンター 
資源リサイクルセンター 

動物死体 １，３００頭 
クリーンセンター 
和名ケ谷クリーンセンター 

許 

可 

業 

者 

収 

集 

事業所等から収集
するもの 

燃やせるごみ ３２，７００ｔ 和名ケ谷クリーンセンター 

プラスチック 
などのごみ 

１，１３０ｔ 和名ケ谷クリーンセンター 

陶磁器・ガラス 
などのごみ 

７７ｔ 資源リサイクルセンター 

資源ごみ １１２ｔ 資源リサイクルセンター 

粗大ごみ １３６ｔ 
日暮クリーンセンター 
和名ケ谷クリーンセンター 
資源リサイクルセンター 

胞衣等 １０ｔ 許可業者 

直 

営 
収 
集 

不法投棄ごみ等を
収集するもの 

燃やせるごみ １０４ｔ 和名ケ谷クリーンセンター 

陶磁器・ガラス 
などのごみ 

３ｔ 資源リサイクルセンター 

資源ごみ １８ｔ 資源リサイクルセンター 

粗大ごみ １６ｔ 
日暮クリーンセンター 
和名ケ谷クリーンセンター 
資源リサイクルセンター 

回収拠点から収集
するもの 

資源ごみ（使用済小型
電子機器等） 

７ｔ 資源リサイクルセンター 

ペットボトル １３０ｔ 民間業者（指定保管場所） 

排 

出 

者 

の 

運 

搬 

市民又は事業者 
自ら運搬するもの 

燃やせるごみ ３，１６０ｔ 
クリーンセンター 
和名ケ谷クリーンセンター 

リサイクルする 
プラスチック 

０ｔ 日暮クリーンセンター 

その他のプラスチック
などのごみ 

３８ｔ 和名ケ谷クリーンセンター 

陶磁器･ガラス 
などのごみ 

２０ｔ 資源リサイクルセンター 

資源ごみ ３１ｔ 資源リサイクルセンター 

粗大ごみ １，５６６ｔ 
日暮クリーンセンター 
和名ケ谷クリーンセンター 
資源リサイクルセンター 

有害などのごみ ０ｔ 資源リサイクルセンター 

産業廃棄物 ２０ｔ 和名ケ谷クリーンセンター 

そ
の
他 

登録回収業者が 
収集するもの 

ペットボトル １，５３０ｔ 民間業者（指定保管場所） 



５ 中間処理に関する事項 
 （１）処理体制 

   ① 燃やせるごみ及び動物死体は、クリーンセンター及び和名ケ谷クリーンセンタ

ーにおいて焼却する。また、その他のプラスチックなどのごみ（事業系プラスチ

ックなどのごみを含む。）は、一部を除き和名ケ谷クリーンセンターにおいて焼却

する。 
施 設 名 称 所  在  地 

クリーンセンター 松戸市高柳新田３７番地 
和名ケ谷クリーンセンター 松戸市和名ケ谷１３４９番地の２ 

 
   ② 資源ごみは、一部を除き資源リサイクルセンターにおいて機械又は手作業によ

り資源物を選別回収する。 
施 設 名 称 所  在  地 

資源リサイクルセンター 松戸市松飛台２８６番地の１５ 
 
   ③ リサイクルするプラスチックは、日暮クリーンセンターにおいて破砕選別した

後、圧縮梱包（日暮クリーンセンター工事期間は市外の民間事業者に委託）して

指定法人に引き渡す。 
また、その他のプラスチックなどのごみ（事業系プラスチックなどのごみを含む。）

は、圧縮梱包して市外に搬出する。 
施 設 名 称 所  在  地 

日暮クリーンセンター 松戸市五香西五丁目１４番地の１ 
 
   ④ 粗大ごみは、品目別に３施設に搬入する。和名ケ谷クリーンセンターにおいて

は、木製品類、布団類などの可燃性粗大を処理する。 
     日暮クリーンセンターにおいては、大型プラスチック製品類について剪断等の

処理をし、資源リサイクルセンターにおいては、家電製品類及び金属製品類のそ

れぞれ指定されたものを破砕等し、資源物を選別回収する。なお、日暮クリーン

センター工事期間は、スプリングマットレスを市外に搬出する。 
 
   ⑤ 陶磁器・ガラスなどのごみは、資源リサイクルセンターにおいて破砕選別した

後、市外に搬送する。 
 
   ⑥ ペットボトルは、民間の資源回収業者に搬入し、圧縮梱包して指定法人に引き

渡す。 
 
   ⑦ 有害などのごみは、資源リサイクルセンターに集積後、市外に搬送する。 
 
   ⑧ 胞衣等産じょく汚物は、許可業者により処理するものとする。 
 
   ⑨ 資源ごみの一部は、民間の資源回収業者に直接納入し、資源化する。 
 



 （２）計画処理量 

   ① 焼却処理 

施 設 名 施設規模 処理量 資源化及び残渣量 

クリーンセンター 200t/日 32,000t 焼却灰    4,320t ⇒ 委託処理 

和名ケ谷 
クリーンセンター 300t/日 74,950t 焼却灰    9,900t ⇒ 委託処理 

  ※上記のほか、動物死体（1,300 頭）を処理する。各センターの汚泥等 4tは委託処理する。 

  
   ② 資源選別処理 

施 設 名 施設規模 処理量 資源化及び残渣量 

資源リサイクル 

センター 
50t/5h 5,407t 

指定法人     230t ⇒ 再資源化 

認定事業者    171t ⇒ 再資源化 

資源化     2,806t ⇒ 再資源化 

資源選別残渣   350t ⇒ 和名ケ谷ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 

資源選別残渣   250t ⇒ 日暮ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 

資源選別残渣   670t ⇒ 委託処理 

陶磁器等     930t ⇒ 委託処理 

 
  ③ 圧縮梱包処理等 

施 設 名 施設規模 処理量 資源化及び残渣量 

日暮 
クリーンセンター 

80t/日 10,562t 

指定法人    5,082t ⇒ 再資源化 

圧縮ごみ    1,500t ⇒ 委託処理 

圧縮ごみ      180t ⇒ 資源ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ 

圧縮ごみ      274t ⇒ 和名ケ谷ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 

圧縮ごみ      500t ⇒ 資源化 

ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞﾏｯﾄﾚｽ      26t ⇒ 委託処理 

可燃物     3,000t ⇒ 委託処理 

 
  ④ 有害物保管 

施  設  名 搬入量 搬   出   量 

資源リサイクルセンター 120t 有害物      120t ⇒ 委託処理 

 
  ⑤ 民間施設処理 

施  設  名 搬入量 搬   出   量 

民間紙問屋（布類含む） 7,145t 資源化   7,145t 

民間資源化施設 1,200t 資源化   1,200t 

指定保管場所 1,660t 指定法人  1,660t（ペットボトル） 

 



６ 最終処分等に関する事項 
 （１）最終処分等処理体制 

   ① 日暮最終処分場（直営） 

     陶磁器・ガラスなどのごみと資源選別残渣の搬入予定なし。 
   ② 民間処理委託 

     最終処分（中間処理併用を含む。）について市外の民間処理事業者に委託する。 
 
 （２）計画処理量 

   ① 日暮最終処分場 

搬 入 量        100t 

⇒ 

埋 立 量   100t 

資源残渣          46t 

陶磁器・ガラスなどのごみ  54t 
覆   土   720t 

 
   ② 委託処理量 

搬 出 物 搬 出 量 発 生 施 設 

焼却灰 13,970t 
クリーンセンター 
和名ケ谷クリーンセンター 

不燃残渣 1,500t 
日暮クリーンセンター 
資源リサイクルセンター 

可燃物 3,000t 日暮クリーンセンター 

圧縮ごみ 1,500t 日暮クリーンセンター 

スプリングマットレス 26t 日暮クリーンセンター 

有害などのごみ 120t 資源リサイクルセンター 

   ※上記のほか、和名ケ谷クリーンセンター、クリーンセンターの汚泥等 4ｔを市外の民間事

業者へ搬出する。 

 
７ 地域の清潔保持に関する事項 

 （１）事業計画 

事 業 の 分 類 概     要 

①あき缶等の散乱防止対策 松戸駅周辺の散乱防止対策の実施等 

②不法投棄の防止対策 
監視パトロールの強化、土地所有者などに対する

防止対策の指導等 

③環境美化運動の推進 クリーンデーなどの環境美化運動の推進等 

 



 
  



Ⅲ 生活排水処理実施計画 
 
１ 排水管理に関する事項 

 
 （１）事業計画 

事 業 の 分 類 概     要 

排出管理の徹底 
くみ取り便槽等管理基準の普及 
浄化槽管理の適正化のための事業 

 
 （２）管理基準 

    し尿及び浄化槽汚泥を排出する者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 
   ①雨水、地下水等が便槽等に流入することのないようにすること。 
   ②処理に支障のある廃油、薬品等を混入させないこと。 
   ③収集作業に協力すること。 
 
２ 収集運搬に関する事項 

 
 （１）収集運搬体制及び計画収集量 

    し尿は、市が委託業者により収集する。 
    し尿（工事現場の仮設トイレ、便槽の容量が１．８ｋℓを超える仮設トイレ）及び

浄化槽汚泥は、市が許可をする一般廃棄物（し尿・浄化槽汚泥）収集運搬業者によ

り収集する。 
収集主体 区分 収集回数等 処理量 

委託業者収集 し尿 
人頭制 月１回又は２回収集 １，３４２ｋℓ 
従量制 希望回数 ６４３ｋℓ 
雨水等 大雨による冠水時等 ２４ｋℓ 

許可業者収集 

し尿（工事現場の仮設
トイレ、便槽の容量が
１．８ｋℓを超える仮設
トイレ） 

随時 ９５０ｋℓ 

浄化槽汚泥 随時 ２５，２００ｋℓ 
 
 （２）し尿処理施設への搬入基準 

   ① 搬入に当たっては、事前にし尿処理施設の承認を受けること。 
   ② 搬入できるし尿及び浄化槽汚泥は、松戸市内から発生したものに限ること。 
   ③ 搬入日は、次に掲げる日を除く日とする。 
    ア 日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日。 
    イ 年末年始（１２月３１日から翌年の１月３日までの日） 
   ④ 搬入時間は、午前８時３０分から午後４時３０分までとすること。 
   ⑤ その他職員の指示に従うこと。 



３ 処理に関する事項 
 （１）処理体制及び計画処理量 

   ① し尿及び浄化槽汚泥は、し尿処理施設において処理する。 
     
    し尿処理施設 

施設名 処理対象物 処理量 残渣等搬出量 

東部クリーン 

センター 

し尿 2,959ｋℓ 脱水汚泥  300t（焼却施設（市内）） 

脱水汚泥   900t（委託処理） 

清掃汚泥   10t（委託処理） 浄化槽汚泥 25,200ｋℓ 

 
   ② 最終処分（委託処理） 
     脱水汚泥は、一部を除き市内の焼却施設に搬出する。 
     清掃汚泥は、市外の民間処理業者に委託する。 
     脱水汚泥の一部は、市外の民間処理業者に肥料化処理を委託する。 
 
４ その他の処理に関する事項 

   市内民間汚水（し尿）処理施設で処理後に排出される脱水汚泥は、市内焼却施設で

処理する。 
 （１）処理体制及び計画処理量 

     施 設 名 和名ケ谷クリーンセンター 
     処理対象物 脱水汚泥 
     計画処理量 １００ｔ 
 
 （２）収集運搬に関する事項 

     脱水汚泥の収集運搬については、自己又は市が許可する一般廃棄物（し尿・浄

化槽汚泥）収集運搬業者に委託すること。 
 
 （３）焼却施設への搬入基準 

   ① 搬入に当たっては、事前に焼却施設の承認を受けること。 
   ② 搬入日は、次に掲げる日を除く日とする。 
    ア 日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日。 
    イ 年末年始（１２月３１日から翌年の１月３日までの日） 
   ③ 搬入時間は、午前８時３０分から午後４時３０分までとすること。 
   ④ その他職員の指示に従うこと。 
 
 
 
 
 



 

平成３１年度 し尿・浄化槽汚泥等処理フロー 

 
 総し尿・浄化槽汚泥量  ２８，１５９ｋℓ 

 脱水汚泥量        １，２００ｔ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

し尿（委託収集） 

  2,009ｋℓ 

し尿（許可収集） 

   950ｋℓ 

搬入量合計 28,159ｋℓ 

し尿     2,959ｋℓ 

浄化槽汚泥 25,200ｋℓ 

東部クリーンセンター 

浄化槽汚泥 

  25,200ｋℓ 

搬出量 

清掃汚泥    10ｔ 

脱水汚泥   1,200ｔ 

民間最終処分場（市外） 

民間肥料化施設（市外） 

         900t 

 

焼却施設（市内） 300t 

        100t 

民間汚泥処理施設 

脱水汚泥  100t 



別表１ 家庭ごみの分別区分 

分 別 の 区 分 ご み の 品 目 の 例 示 

燃やせるごみ 
食品残渣、資源にならない紙類（紙くず、紙おむつ、 
写真、生理用品等）、草、樹木枝、煙草の吸殻等 

陶磁器・ガラスなどのごみ 
陶磁器類、ガラス類、刃物、鏡、電球、哺乳ビン 
３０ｃｍ以上５０ｃｍ未満のプラスチック製品 

リサイクルする 
プラスチック 

○商品の容器や包装に使われているプラスチック製品類 
 ポリ袋・ラップ類、トレイ・パック類、カップ・容器類 
 ボトル、チューブ類、キャップ類、発泡スチロール類、 
 レジ袋等 

その他のプラスチック 
などのごみ 

○プラスチック製品類 
 （文具や日用品などそれ自体を利用するもの） 
○ゴム類、合成皮革製品類 
○「リサイクルするプラスチック」のうち汚れが付着して

いるもの 

ペットボトル 飲料用、醤油・酒・みりんの容器 

資源ごみ 

○紙類（段ボール、新聞、チラシ、雑誌、雑がみ等） 
○布類（古着、衣類、ボロ布、毛布等） 
○ビン類（透明・茶・その他）※哺乳ビンは除く。 
○缶類（スチール缶、アルミ缶、スプレー缶等） 
○家電製品類（粗大ごみ及び使用済小型電子機器等以外の

もの） 
○使用済小型電子機器等（使用済小型電子機器等の再資源

化の促進に関する法律（平成２４年法律第５７号）第２

条第２項に規定する電子機器等であって、市が収集対象

品目として指定したもの） 
○金属類（粗大ごみ以外の金属製品類、傘、自転車等） 

粗大ごみ 

○木製家具類、建具類、絨毯、マットレス、本棚等 
○家電製品類 
 電子レンジ、食器乾燥機、ファンヒーター 
 電気こたつ、ステレオセット、その他 
○金属製品類 
 スチール製棚・ロッカー・机、滑り台、ブランコ 
 ガラステーブル、浴槽、その他 
○布団・座布団 
○その他 
木製品類、プラスチック製品類等及びそれらの混成製

品類で、一辺の長さが概ね５０ｃｍ角以上のもの 

有害などのごみ 
乾電池、蛍光灯（管）、体温計（水銀を含むごみ） 
使い捨てライター（ガスを使い切ったもの） 

動物死体 犬、猫等の死体 



別表１－２ 事業系ごみの分別区分 

分 別 の 区 分 ご み の 品 目 の 例 示 

燃やせるごみ 
食品残渣、資源にならない紙類（紙くず、紙おむつ、 
写真、生理用品等）、草、樹木枝、煙草の吸殻等 

陶磁器・ガラスなどのごみ 
陶磁器類、ガラス類、刃物、鏡、電球、哺乳ビン 
３０ｃｍ以上５０ｃｍ未満のプラスチック製品 

プラスチックなどのごみ 

○商品の容器や包装に使われているプラスチック製品類 
 ポリ袋・ラップ類、トレイ・パック類、カップ・容器類 
 ボトル、チューブ類、キャップ類、発泡スチロール類、 
 レジ袋等 
○プラスチック製品類 
 （文具や日用品などそれ自体を利用するもの） 
○ゴム類、合成皮革製品類 

ペットボトル 飲料用・醤油・酒・みりんの容器 

資源ごみ 

○紙類（段ボール、新聞、チラシ、雑誌、雑がみ等） 
○布類（古着、衣類、ボロ布、毛布等） 
○ビン類（透明・茶・その他）※哺乳ビンは除く。 
○缶類（スチール缶、アルミ缶、スプレー缶等） 
○家電製品類（粗大ごみ以外のもの） 
○金属類（粗大ごみ以外の金属製品類、傘、自転車等） 

粗大ごみ 

○木製家具類、建具類、絨毯、マットレス、本棚等 
○家電製品類 
 電子レンジ、食器乾燥機、ファンヒーター 
 電気こたつ、ステレオセット、その他 
○金属製品類 
 スチール製棚・ロッカー・机、滑り台、ブランコ 
 ガラステーブル、浴槽、その他 
○布団・座布団 
○その他 
木製品類、プラスチック製品類等及びそれらの混成製

品類で、一辺の長さが概ね５０ｃｍ角以上のもの 

有害などのごみ 乾電池、蛍光灯（管）、体温計（水銀を含むごみ） 

 
 
 
 
 
 
 



別表２ 排出規制物の例示 

区   分 品 目 の 例 示 

有害性の物 劇物、毒物、農薬、溶剤、塗料、廃油等 

爆発性のある物 ガスボンベ、火薬等 

引火性のある物 ガソリン、灯油、溶剤、廃油、塗料等 

容積又は重量が著しく 
大きい物 

ピアノ、自動車、オートバイ、耐火金庫等 

著しく悪臭を発する物 腐敗した動物性又は植物性残渣等 

特別管理一般廃棄物に 
指定されている物 

昭和４７年（１９７２年）以前に製造されたエアコン、 
テレビ、電子レンジに使用されたＰＣＢ部品及び感染性 
一般廃棄物 

市の処理業務を困難にし、 
又は市の処理施設の機能に 
支障が生ずる物 

タイヤ、畳、消火器、石膏ボード、 
パーソナルコンピュータ（ノート型を除く）、 
建設廃棄物に類する物等 

 
別表３ 適正処理困難物の例示 

区    分 品 目 の 例 示 

特定家庭用機器再商品化法で 
対象の廃家電品 

洗濯機、テレビ（ブラウン管・液晶・プラズマ）、エ

アコンディショナー、冷蔵庫（ワインセラーを含む）、

冷凍庫、衣類乾燥機（電気式・ガス式） 
 
別表４ 家庭ごみの排出基準及び家庭ごみ集積所の利用基準 

①排出基準 

分 別 の 区 分 排  出  基  準 

燃やせるごみ 

・「松戸市認定袋 燃やせるごみ専用」により、家庭ごみ集積所に

排出すること。 
・板等は長さ５０ｃｍ未満、太さ１０ｃｍ未満のものを紐で縛っ

て排出すること。ただし、剪定枝・落葉等は紐で縛るか、「松

戸市認定袋 燃やせるごみ専用」又は透明なポリ袋に入れ、資

源ごみの日に排出すること。 
・生ごみは、十分水切りをすること。 
・食用油は固形化処理又は紙等に浸透させること。 

陶磁器・ガラス 
などのごみ 

・ポリ袋により、家庭ごみ集積所に排出すること。 
・黒いポリ袋等中身の判別できない袋は使用しないこと。 
・刃物、割れ物等の危険物は紙等で包み、袋に「危険」と表示す

ること。 
 
 



分 別 の 区 分 排  出  基  準 

リサイクルする 
プラスチック 

・水ですすぐなどしてきれいにすること。 
・ポリ袋により、家庭ごみ集積所に排出すること。 
・黒いポリ袋等中身の判別できない袋は使用しないこと。 

その他のプラスチック 
などのごみ 

・ポリ袋により、家庭ごみ集積所に排出すること。 
・黒いポリ袋等中身の判別できない袋は使用しないこと。 
・カセットテープ等は、１本ずつガムテープで巻きつけ排出する

こと。 

ペットボトル 
・キャップとラベルを取り、中をすすぎ、潰して、協力店舗の回

収ボックスに入れること。 

資源ごみ 

・紙類は、種類ごとに紐で縛って、家庭ごみ集積所に排出するこ

と。尚、雑がみは紙袋に入れ、「ざつがみ」と明記して、中身

が見えるように紐で縛るかテープで止めて排出することもで

きる。 
・布類は、紐で縛る、又はポリ袋に「布類」と明記して家庭ごみ

集積所に排出すること。ただし、雨の日や雨が降りそうな時は

排出しないこと。 
・ビン類、缶類、金属類（やかん・なべ等）は、ポリ袋により、

家庭ごみ集積所に排出すること。 
・黒いポリ袋等中身の判別できない袋は使用しないこと。 
・ビン類、缶類は、中身を出し、水洗いすること。 
・スプレー缶は、中身を完全に出してから穴を開けずに排出する

こと。 

資源ごみ 
（使用済小型電子機器等） 

・家庭ごみ集積所に排出する場合にあっては、ポリ袋により排出

すること。 
・回収拠点に設置された回収ボックスに入れる場合にあっては、

市が指定する対象品目以外のものを入れないこと。 

粗大ごみ 

・電話により収集を申し込み、粗大ごみ処理券を購入し、ごみに

貼付（貼付不可能な場合は、ひも等で縛ること。）のうえ収集

日当日の午前８時３０分までに、門の前など収集しやすい場所

に排出すること。 
有害などのごみ ・ポリ袋に有害ごみと明記し、家庭ごみ集積所に排出すること。 

動物死体 
・電話により収集を申し込み、市の指示に従って排出すること。 
・死体は、収集しやすいよう梱包すること。 

注：アスベストを含むものは、上記の分別区分ごとの排出基準のほか、「アスベスト」と記載して、

そのままの状態（分解しない）で排出すること。 
 
②家庭ごみ集積所の利用基準 

・分別の区分により指定された収集日の午前８時３０分までに排出すること。 
・集積所の管理は利用者において行うものとし、利用者間で清掃当番を決めるなど集積

所の清潔を保持するために必要な取り決めを行うこと。 
・他の地区の家庭ごみ集積所に排出してはならないこと。 



別表５ 許可業者（一般廃棄物）を利用する場合の基準 

（１）ごみの分別の区分ごとにごみ処理施設への運搬を委託すること。 
（２）胞衣等産じょく汚物は、許可業者による処分を委託すること。 
（３）有害などのごみその他の産業廃棄物は、適切な収集運搬業者に委託すること。 
（４）ごみ収集車へ積載する際に分別状況や排出量の確認をすること。 
（５）ごみ処理施設への搬入基準（別表７）に定める１排出者当たりの搬入量の制限を

遵守すること。なお、搬入量の制限を超える場合は、別に定める方法により、搬入

の承認を受けること。 
（６）事業者にあっては、条例第２６条に規定する事業系ごみの処理の届出制度に基づ

く届出済証の交付を受けていること。 
 
別表６ 許可業者が行う収集運搬の基準 

（１）ごみの収集運搬を受託する場合は、ごみの分別区分、収集回数、運搬先を明らか

にして書面により契約すること。 
（２）収集車は、分別の区分ごとに運行し、混合積載をしないこと。 
（３）松戸市内のごみの収集運搬に限ること。 
（４）ごみ処理施設へ搬入する場合の基準は、次のとおりとする。 
  ・条例第２３条の規定により、搬入の承認を受けること。 
  ・搬入日、搬入調整等の指示に従うこと。 
（５）事業者からごみの収集運搬を受託する場合は、条例第２６条に規定する事業系ご

みの処理の届出制度に基づく届出済証の交付を受けていることを確認すること。 
 
別表７ ごみ処理施設への搬入基準 

共通事項 

（１）条例第２３条の規定により、搬入の承認を受けること。なお、搬入量の制限を超

えて搬入しようとするときは、その旨を申請すること。 
（２）搬入できるごみは、松戸市内から発生したものに限ること。 
（３）搬入時にごみ袋を使用する場合は、中身が確認できる透明または半透明のごみ袋

を使用し、黒いポリ袋等中身を確認することができない袋は使用しないこと。 
（３）搬入日は、次に掲げる日を除く日とすること。 
  ①日曜日 
  ②５月３日から５月５日までの日 
  ③年末年始（１２月３１日から翌年の１月３日までの日） 
（４）ごみの計量及び検査を受けること。 
（５）条例第２６条に規定する事業系ごみの処理の届出制度に基づく届出済証を携帯し、

職員の求めに応じて提示すること。 
（６）その他職員の指示に従うこと。 

 
 
 



施設別事項 

１ クリーンセンター 

（１）搬入時間は、午前８時３０分から午後４時３０分までとすること。 
（２）搬入できるごみは、公共系ごみの燃やせるごみに限ること。 
（３）搬入するごみは、概ね５０ｃｍ未満に切断し、又は破砕すること。 
（４）継続的に搬入しようとする者は、事前に搬入カードの交付を受けること。 
２ 資源リサイクルセンター 

（１）搬入時間は、午前８時３０分から午後４時３０分までとすること。 
（２）搬入できるごみは、資源ごみ、陶磁器・ガラスなどのごみ、粗大ごみのうち家電製品

類（別表３を除く。）及び金属製品類とする。 
（３）資源ごみの搬入量の制限は、１排出者あたり１週間（月曜日から土曜日までの合計）

に１００ｋｇ以内とすること。ただし、事業系ごみは、家庭から出るごみと性状が同質

であって、かつ、商店、事務所等から出るものに限るものとし、市の指示に従うこと。 
（４）陶磁器・ガラスなどのごみの搬入量の制限は、１排出者当たり１週間（月曜日から土

曜日までの合計）に２０ｋｇ以内とすること。ただし、事業系ごみは家庭から出るごみ

と性状が同質であって、かつ、商店、事務所等から出るものとし、市の指示に従うこと。 
（５）粗大ごみの搬入量の制限は、１排出者当たり１日１回に２００ｋｇ以内とし、市の指

示に従うこと。 
３ 日暮クリーンセンター 

（１）搬入時間は、午前８時３０分から午後４時３０分までとすること。 
（２）搬入できるごみは、リサイクルするプラスチック、その他のプラスチックなどのごみ、

粗大ごみのうちプラスチック製品類やスプリング入りマットレスなどとする。 
（３）粗大ごみの搬入量の制限は、１排出者当たり１日１回に２００ｋｇ以内とし、市の指

示に従うこと。 
４ 和名ケ谷クリーンセンター 

（１）搬入時間は、午前８時３０分から午後４時３０分までとすること。 
（２）搬入できるごみは、燃やせるごみ、動物死体、一般廃棄物と併せて処理する産業廃棄

物として指定したもの及びその他のプラスチックなどのごみ（事業系プラスチックなど

のごみを含む。以下この項において同じ。）並びに粗大ごみのうち木製品類及び布団類

とする。 
（３）搬入するごみは、概ね５０ｃｍ未満に切断し、又は破砕すること。 
（４）燃やせるごみの搬入量の制限は、１排出者当たり１日１回２０００ｋｇ（産業廃棄物

にあっては１０００ｋｇ、資源化できない紙にあっては５０ｋｇ）以内とすること。 
（５）その他のプラスチックなどのごみの搬入量の制限は、１排出者当たり１週間（月曜日

から土曜日までの合計）に３０ｋｇ以内とすること。また、事業系ごみは、家庭から出

るごみと性状が同質であって、かつ、商店、事務所等から出るものに限るものとし、市

の指示に従うこと。 
（６）粗大ごみの搬入量の制限は、１排出者当たり１日１回に２００ｋｇ以内とし、市の指

示に従うこと。  
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